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末期がん要介護者のケアマネジメントはスピード感が大事
千葉県介護支援専門員協議会理事　福井　みさ江

今回の介護保険法改正で「ターミナルケアマネジメント加算」が新設
されました。ここでいうターミナルケアの対象者は末期がんの要介護者
に限られています。他の病気や老衰の方は対象外になります。何故なの
でしょう。　　　　　　
図 1は亀田総合病院在宅医療部における 1993 年から 2014 年の代表
的疾患の在宅医療導入後の生存率です。心疾患や呼吸器疾患の方が約
450 日、脳血管障害や認知症の方が約 1300 日で約半数の方が亡くなっ
ていますが、悪性腫瘍の方は約 50日です。このことをケアマネジメン
トの視点で見てみますと、急速に病状が変化（悪化）するということは、
ADLも同様のスピードで低下してきますので医療及び介護ニーズが一
気に高まるということです。従って、末期がん要介護者のケアマネジメ
ントには、スピーディな対応が求められることと多様なサービスを同時
期に導入するといった点に特徴があります。
図 2は在宅緩和ケア体制です。在宅緩和ケアは医療保険と介護保険
を併用して行います。ターミナル期は病状が悪化の一途をたどるため、
昼夜を問わず急変する可能性があります。24時間 365 日の体制で早い
段階から緩和ケアを提供できる「在宅療養支援診療所」と「訪問看護ス
テーション」を導入することが安心につながります。在宅療養支援診療
所であれば緊急入院受入体制も確保していますので、さらに安心です。
また、訪問看護師が関わることで、心身の状態や生活状況の情報が的確
に得られ、サービスの導入や変更がタイムリーにできます。介護サービ
スにおいても、昨日まで歩けていたのに翌日には一人で歩けなくなって
しまう方もいます。一晩で褥創ができてしまう人もいます。休日で対応
できないとなると余計な苦痛を与えてしまうことになりますので、ス
ピーディに対応してくれる事業所を選択するのが望ましいでしょう。

「ターミナルケアマネジメント加算」でも、このスピード感を重視して
います。スムースなサービスの導入を阻んでいたサービス担当者会議の
開催要件が変わりました。1ヶ月以内に日常生活の障害が発生すると医
師が判断した場合には、最初のサービス担当者会議で今後想定される
サービス事業者を予め招集しておき、ケアプランに組み入れておけば、
サービス担当者会議は開催しなくてもよいことになりました（図 3）。
末期がん要介護者のQOLを考慮した改正であったと思います。
先日、独居のAさんが当事業所の看護小規模多機能型居宅介護をご

利用になりました。娘さんが介護休暇を取る予定でしたが、病状が悪化
したため急遽利用することになったのです。食事もほとんど摂取できず、
昨日まで家の中を歩けていたのに、来られた時は車いすが必要な状態に
なっていました。2週間ほど利用していただき、自宅に戻りましたが、「こ
こに来て皆と何かしていると元気になるの」と通いを希望されました。
「ベッドで横になっていても楽しい妄想が湧いてくるのよ。あれをみん
なで作ってみたいなとか。ここで最期を迎えたいけど、娘が私のために
介護休暇を取ってくれたからそうもいかないわね」とおっしゃり、亡く
なる 4日前まで通って来られました。
ターミナルケアは死への過程の支援というネガティブなイメージを

持っている人が多いと思いますが、そうではなく今生きていることを支
えていくケアです。どんなに病状が深刻であっても、ユーモアが生まれ
てきますし、その先に希望を感じることがあります。スピードが求めら
れる中であっても、焦らず、こうした力が生まれてくるような支援がで
きればと思います。

図2 ： 在宅緩和ケア体制

Aさんが皆さんと作ったお手玉
（娘さんの着物をほどいて作りました）

図1 ： 代表的な疾患の在宅医療導入後の生存率

図3 ： ターミナルケアマネジメント加算
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連載第２回目の本号では、管理者の責務等を根拠とともに再確認しま
す。法令等の説明が多く難解になりがちな内容のため、Ｑ＆Ａ形式で確
認を進めます。

🆀　居宅介護支援事業所の管理者が主任ケアマネでないといけ
ないっていうのはどこに書いてあるの？

■🅰　運営基準（第３条第２項）が改正され、管理者は主任介護
支援専門員でなければならないとされました。

🆀　管理者を主任にするのは３年後まででいいって聞いたけど？

■🅰　「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令の附則（平成 30 年 1月 18
日厚生労働省令第四号抄）」第３条に、平成 33 年 3 月 31
日までの間は、介護支援専門員を管理者とすることができる
と示されています。

🆀　じゃあ、今すぐでなくてもいいんだね。

■🅰　解釈通知には、業務管理や人材育成の取組を促進する観点
から、経過措置期間の終了を待たず、管理者として主任介護
支援専門員を配置することが望ましいとされていますので、
早めに配置する意識が必要だと思います（解釈通知第一の２
（２））。

🆀　一人ケアマネの事業所で期限内に主任ケアマネの講習の受
講要件を満たさない場合や、今いる主任介護支援専門員が退
職してしまったらどうするの？　うちも、主任がもうすぐ定
年退職なんだけど。もし配置できない場合には減算や指定取
消しがあるの？

■🅰　それらは、現在のところＱ＆Ａなどでも示されていません
ので、はっきり分かりません。今後の推移を見守っていく必
要があります。

🆀　じゃあ、そろそろ本題ね。運営基準第１３条第１号に「指
定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サ
ービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。」
ってあるけど、居宅サービス計画の作成に関する業務って何
のこと？

■🅰　解釈通知には、「利用者の課題分析、サービス担当者会議
の開催、居宅サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施
状況の把握などの居宅介護支援を構成する一連の業務」とあ
ります。これらの業務を、管理者の管理責任のもとで介護支
援専門員に担当させるということです。

🆀　少しわかってきたよ。続けて、運営基準第１７条に「管理
者は、介護支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護
支援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その
他の管理を一元的に行わなければならない。管理者は、介護
支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため
必要な指揮命令を行うものとする。」とあるけど、これらは
どうなの？

■🅰　ここは管理者の責務の核心部分になります。分解して解釈
通知なども含めてみていきましょう。ちなみに「責務」とは、
辞書によれば「責任と義務」ということらしいです。また「こ
の章」とは運営基準第３章のことで、その範囲は運営基準第
４条（内容及び手続の説明及び同意）から第２９条（記録の
整備）までのことを指しています。この間の条文はよく読ん
で理解しておく必要があります。

🆀　じゃあ一つ目、「介護支援専門員その他の従業者の管理」
って何？

■🅰　事業者も兼ねた管理者の場合や、事業者は別にいて管理者
をやっている場合、更に事務員が別途いる場合など体制によ
って大部変わってくるとは思いますが、ここでは一通りの考
えられる事項を挙げてみます。

　　勤務日や労働時間の管理、休暇、健康管理、各種社会保険
の適用、給与、人事として採用・退職手続きや人材探しなど
をする事もあるでしょう。有資格の職業ですから資格の効力
の把握も必要です。運営基準の「事業者は…」で始まる条項
は一通り把握、対応しなければなりません。また、各種規程
の整備や労務管理に関することは別途このシリーズでお伝え
する予定です。

🆀　二つ目だけど、「居宅介護支援の利用の申込みに係る調整」
についてはどう？　うちでは新規申込みがあったら一番担当
件数の少ないケアマネが担当することになってるけど。

■🅰　新規の利用申込があった場合に、事業所の介護支援専門員
の誰に担当してもらうのか、その調整を行うということです。
特に決められたルールはありません。もし自分の事業所で受
けられない正当な理由がある場合は他の事業者を紹介する等
しなければなりません。

🆀　他の事業者を紹介する場合っていうのは、確か利用者に空
きがない場合や住所が営業範囲外の場合などで、原則は応じ
なければならないってことだったよね。三つ目の「業務の実
施状況の把握」というのは何をいうの？

■🅰　介護支援専門員が行うケアマネジメント業務の中にモニ
タリングや実施状況の把握ということがありますが、管理者
も、従業員である介護支援専門員が運営基準に則したケアマ
ネジメント業務その他必要な業務をきちんと行っているかを
把握しておく必要があるということです。その上で、例えば
月に１回以上の訪問モニタリングをしていないなど運営基準
に反することが判明した場合はその職員に指導し改善を促さ
なければなりません。運営基準第１３条（指定居宅介護支援
の具体的取扱方針）に一連のケアマネジメントの過程が記載
されていますので、把握しておく必要があります。

🆀　個々のケアマネがちゃんとやってるだけじゃダメってこと
ね。あと、「その他の管理」には何があるの？

■🅰　ここで紹介するものは「事業者」が行うべきものが多く含
まれていますが、実務的な観点から管理者が担っている場合
もあるだろうと思われるものも取り上げてみます。

　　運営規程の策定や変更、重要事項説明書や利用契約書の作
成・変更、各種加算体制や変更時の保険者への届出、事業所
内への必要な情報の掲示、統計調査等への協力、出入り業者
との連絡調整、備品や物品の維持管理、研修の企画や参加、
質の向上に向けた取組、地域ケア会議の対応、苦情や事故の
対応、防災・防犯対策、ケアプラン点検や実地指導の対応、
利用者等の個人情報の適切な管理のための諸対応などが考え
られます。

🆀　少人数の事業所でもいろいろ業務があるのね。最後に、「一
元的」の意味するところを教えて。

■🅰　一元的とは、辞書によれば「一つの中心となるものや方法
によって全体が統一されているさま」とされています。つま
り、管理者は今回述べてきた上記の事柄について中心的な役
割をもって事業所を統一していくということになります。介
護保険制度の動向を常に気にかけて、改正に対応していくの
も管理者の役割だと思います。

さて、改めて確認していくと管理者という立場はかなり重い責任を背
負っていることになるかと思いますが、いかがでしょうか。冒頭部分で
確認した、管理者を主任介護支援専門員に限定する法令改正も、このた
めの改正ともいえるのです。次号でこの運営基準編は最終回にしたいと
思います。� 執筆：山口　定之（理事）

居宅介護支援事業所の管理者の役割シリーズ

第2回　運営基準編（Ⅱ）
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鎌ケ谷市は千葉県北総部の緑豊かな北総台地に位置しております。県
外でも知名度の高い船橋市、松戸市などに隣接し、都心のベットタウン
として発展する一方、緑や農地も多く、特産品の梨はブランデーや洋菓
子など様々な商品に加工、販売されております。また、最近鎌ケ谷の紹
介でメディアに紹介されるのは、他県とひけをとらない鎌ケ谷大仏とプ
ロ野球日本ハムファイターズタウンでしょう。地元に愛される日本ハム
ファイターズに入団し鎌ケ谷市民となった選手には、世界で活躍するダ
ルビッシュ選手や大谷翔平選手、これから更に活躍が期待される清宮幸
太郎選手も鎌ケ谷市から飛躍しています。
この鎌ケ谷市も平成 30年 8月に人口 11万人を突破し増加傾向にあ
り、65歳以上の高齢者は約 3万人で高齢化率は 28%です。平成 29年
度の要支援、要介護認定者は 4425 人でした。今後の推移として特に要
支援者の増加がさらに予想されており、鎌ケ谷市総合事業のサービス充
実が求められております。
鎌ケ谷市介護支援専門員協議会は平成 19年 6月に会員 82名で発足
し現在は約 120 名に至っております。当協議会の目的は「職業倫理の
向上」「介護支援専門員の資質の向上」「介護保険に関する知識・技術の
向上」となっております。この目的を達成するために会員から幹事を募
り毎月幹事会を開催して協議会運営や会員向けの研修会、会員の業務遂
行におけるサポートや情報提供、その他地域の貢献等について保険者と
連携し検討しております。研修会は年 4～ 6回開催し内容はケアマネ
ジメント、医療知識や医療連携、メンタルケア、マナー講習、制度改正
対策、事例検討会、災害対策など開催してきました。研修会は基本外部
講師を招いて開催しますが、講義以外にもケアマネ同士の交流や意見交
換を取り入れてほしいとの希望もあり、地域のケアマネ同士が交流でき
る場の提供にも努めております。
昨年から鎌ケ谷市主任ケアマネジャーの会が発足しました。この会は
地域の主任ケアマネジャーが主任としての使命を果たすために自発的に
スタートし、市内介護支援専門員の相談や支援の他、鎌ケ谷市の新たな

介護保険を利用する時に、必ず確認しなければならないのが介護保険
被保険者証の給付制限の欄です。
給付額減額の記載は被保険者証の給付制限の欄の内容に、償還払いに
ついては『支払方法の変更』と記載され、開始年月日のみが記入してあ
ります。償還払いは最初全額自己負担になりますので、各事業所がサー
ビス提供書と領収書を発行します。その後の手続きは市町村の窓口でご
確認ください。
給付制限については『給付額の減額』と記載され、開始年月日と終了
年月日の記載があります。終了の期間までは、記載された割合を給付管
理します。
65歳を過ぎても障害者総合事業を利用している方もいます。介護保
険と併用して障害者サービス特有の支援を受けている方や、介護認定の
結果が「自立」になったために障害者サービスのみを利用している方も
います。後者の場合、障害の区分認定の有効期限ごとに介護保険の新規
申請も行い、介護保険の認定結果が出た時には速やかに制度が移行でき
るように支援を行います。その時にサービスの量や内容の違いや利用料
の支払いなど障害者総合事業との差が生じてきます。『高額障害福祉サー
ビス等給付費』の利用等や障害者サービスとの併用など調整を図ること

を求められます。
介護保険の利用者で生活保護の制度を利用している方もいます。生活

保護の利用者は 65 歳以上であれば「１号被保険者」になります。40
歳以上 64 歳までの方の医療保険未加入者は、「みなし２号」となりま
すので、医療保険の加入について確認を行う必要があります。生活保護
であれば健康保険に加入していないと思い込んでいる介護支援専門員が
多いようです。中には会社の健康保険に加入している生活保護受給者も
います。その場合は「２号被保険者」となります。介護保険の被保険者
証の番号の確認で判断できますが、この場合今後の支援として、こまめ
に本人の状況確認と生活保護担当のケースワーカーとの連携が必要とな
ります。ご本人と会社の雇用関係に変化があり、健康保険の資格を消失
する時は、介護保険の資格が「２号被保険者」から「みなし２号」に変
わりますので介護保険の被保険者番号も変わります。
「みなし 2号」になった場合は、障害者手帳や難病の指定を受けてい
れば、介護保険制度から障害者総合支援法の制度に移行していく事があ
ります。担当のケースワーカーと状況確認を行いながら密に連絡を取り
合い、支援方針を決めていく事が重要です。障害者総合事業等に移行し
た場合なども支援内容が途切れてしまわないようにしてください。

社会資源の構築や地域課題について勉強会を重ね、当協議会や鎌ケ谷市
と連携を強めるなど活動しています。
鎌ケ谷市では平成 29年度から地域包括ケアシステムの構築に向けた

在宅医療・介護連携推進事業研修会が本格的にスタートしました。地域
包括ケアシステムに係る全ての関係職種 (医師、歯科医師、薬剤師、看
護師、PT、OT、MSW、介護職員、ケアマネ、行政職員等 )が一つのテー
マに対して意見交換や専門職種からの視点や考え方をお互い学んでいま
す。まだまだ始まったばかりで実際に現場で働く職員やその中心にある
地域住民への周知は途上の段階ではありますが、当協議会としましても、
関係機関や関係団体、行政との協議を重ね、地域包括ケアシステムの理
解を深め、介護支援専門員としての役割をしっかりと果たしていけるよ
う努めていかなくてはならないと考えます。

介護保険利用時に確認しておきたいこと第
２
回

鎌ケ谷市介護支専門員協議会

千葉市あんしんケアセンター小仲台　宮崎　淳子

鎌ケ谷市介護支専門員協議会　会長　飯沼　公朗

ケアマネ　　 情報!得

鎌ケ谷市在宅医療・ ▼

介護の連携研修風景　

▼

鎌ケ谷市介護支専門員
　協議会幹事会の様子

A事業所を退職しB事業所に移ることになった。担当して
いた利用者を引き続き、B事業所においても契約を行う際に、
サービス担当者会議はいつ開催すればよいのか。
B事業所と契約したのちに、アセスメント、ケアプラン作
成、サービス担当者会議等を実施する必要はあります。よっ
て、B事業所に移動したのちにサービス担当者会議を開催す

る必要があります。ケアプランを新規に作成した月中にサービス担当者
会議を行うことで運営基準に合致します。

特定事業所加算の要件のひとつである、他の法人が運営す
る指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を
実施していること、について①共同で実施するのは他市町村

の法人でも良いのか。②年間で実施する回数は決まっているのか。③実
施した内容等について記録はどのように残せばよいか。

①他市町村の居宅支援事業所でも差し支えはない。②回数
には規定はない。③特に書式の定めはないが、実施日・参加
者・内容等の資料を保管しておくことは必要です。

『居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪
問介護（生活援助中心型）を位置づける場合には、居宅サー
ビス計画に訪問介護が必要な理由を記載するとともに、当該

居宅サービス計画を市町村に届けなければならない』となっているが、
１回の訪問介護において身体介護を含む生活援助もカウントされるの
か。

生活援助中心型は生活援助単体で行われることを意味して
いる。身体介護を含む混合型援助はカウントされない。

ケアマネジャー
相談窓口［介護保険　　　　］
特定非営利活動法人 千葉県介護支援専門員協議会　サポート委員会

Q1

Q2

Q3

A1

A2

A3

今年度より千葉県介護支援員協議会主催の研修会会場にて
相談窓口を開設しておりますのでご利用下さい

サポート委員会より



（4）　ちばケアマネ通信　【通巻75号】　2018年11月発行

１　はじめに
平素は、本県の高齢者福祉行政及び介護保険制度の推進に御理解
と御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、今回は平成30年度介護報酬改定に伴い居宅介護支援事業
所の管理者の要件とされ、関心の高まっている主任介護支援専門員
について取り上げます。

２　主任介護支援専門員とは
主任介護支援専門員制度は2005（平成17）年介護保険制度改正
で創設されました。この改正で創設された地域包括支援センターに
は保健師、社会福祉士、そして主任介護支援専門員の３職種が配置
されましたが、その中でも主任介護支援専門員は包括的・継続的ケ
アマネジメントを担う中核的人材とされ、その育成のため平成18
年度から「主任介護支援専門員研修」が実施されています。
平成28年度には介護支援専門員の資質向上を目的として研修制
度の大幅な見直しがあり、主任介護支援専門員資格に更新制度が導
入されました。平成27年度以降に修了した方の有効期間は研修修
了日から5年間となります（平成26年度以前に主任介護支援専門
員研修を修了した方には経過措置があります）。
主任介護支援専門員の役割は、包括的・継続的ケアマネジメント
の実践が可能な環境整備、介護支援専門員に対する個別支援に大別
されます。主任介護支援専門員には事業所内に留まらず、地域で活
動することで、その地域のケアマネジメントの質の向上や地域包括
ケアシステムの構築、必要な社会資源の開発やネットワークの構築
等、地域づくりの中心的な存在になることが期待されています。

３　千葉県の主任介護支援専門員の状況
千葉県に登録し、主任介護支援専門員資格が有効である方は平
成30年9月末現在約1,990人です。また昨年度主任介護支援専門
員研修を修了した方は139名、主任介護支援専門員更新研修を修
了した方は217名となっております。冒頭にも述べたように、平
成30年度介護報酬改定に伴い、主任介護支援専門員であることが
居宅介護支援事業所の管理者の要件とされたこと（経過措置は平成
33年3月31日まで）、また、今後の急速な高齢化に向けて地域づ
くりが急務であることなどから、千葉県高齢者保健福祉計画（平成
30年度～32年度）では、平成32年度までに主任介護支援専門員
の人数を2,400人とすることを目標としました。この目標を達成す
るため、平成30年度から主任介護支援専門員研修及び主任介護支
援専門員更新研修の定員を昨年度の150名から50名増やし200名
としています。

４　千葉県で主任介護支援専門員になるためには
主任介護支援専門員になるためには主任介護支援専門員研修（以
下「主任研修」という。）を受講する必要があります。主任研修は、
千葉県では年1回、千葉県が指定した研修実施機関（千葉県介護支
援専門員協議会）が実施しています。また主任介護支援専門員の資
格を更新するには、主任研修修了日から5年以内に主任介護支援専
門員更新研修（以下「主任更新研修」という。）を受講する必要が
ありますが、こちらは年2回、同じく千葉県が指定した研修実施機
関（千葉県介護支援専門員協議会）が実施しています。
主任研修・主任更新研修にはそれぞれ受講要件があり、要件を満
たす方が申込を行い、審査の後、受講決定となります。各都道府県
によっては研修の受講要件が異なることがありますので、受講を考
えている方は御注意ください。今回は平成30年度千葉県主任研修
及び主任更新研修（第2期）の受講要件について掲載しています。

５　主任・主任更新研修に関するよくある質問
Q1【主任】居宅介護支援事業所に主任が必置となったことを受け、
千葉県ではどのように対応しているか。

A 昨年度の定員150名から今年度は50名増やし200名とした。
現時点で主任研修の回数や要件緩和について変更は予定してい
ないが、今後情勢を見ながら関係者間で検討を続けていく。

Q2【主任更新】個別要件②について。「年4回」とは1月から12
月までのことか。

A 同一年度（4/1から翌年3/31）に4回
６　御活用ください!主任更新研修個別要件⑤

主任更新研修申込の中で一番多く選択される個別要件は、②「地
域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修等に年４
回以上参加した者」という要件ですが「年4回以上」の受講が厳し
いという御相談をいただくことがあります。そこで活用していただ
きたいのが個別要件⑤です。
（１）⑤- １千葉県介護支援専門員実務研修の実習指導を行った
者とは
介護支援専門員として入口の研修となる介護支援専門員実務研修

では、平成２８年度より新たにケアマネジメントの基礎技術に関す
る実習が追加され、３月頃に３日間の見学・観察実習が行われてい
ます。その実習に協力していただくと要件を満たすことができます。
（２）⑤－２千葉県介護支援専門員地域同行型研修に参加し、ア
ドバイザーとして全課程を修了した者とは
地域における人材育成の観点から、一定の実務を経験した介護支

援専門員（受講者）に対し、主任介護支援専門員（アドバイザー）
による実習型研修を実施し、相互研鑽を通じて介護支援専門員の実
務能力の向上及び主任介護支援専門員の指導力の向上を図る研修に
なります。研修は受講者が３日、アドバイザーが４日の研修に加え、
ペアでの個別同行型実習となります。
このような実習型の研修は他県では少なく、貴重な機会になるか

と思います。また特定事業所加算の要件でもあり、主任更新研修の
要件にもなっていますのでぜひご検討ください。
下記、受講対象要件は当会ホームページ（http://www.chibacmc.

server-shared.com/）に掲載しております。

編　集　後　記
かつてない猛暑の夏、連続する台風上陸、会員の皆様もきっと利用者様

への対応等に追われたのではないでしょうか。例年ですと、街路樹が色づ
き暑さから解放されほっとする時期を迎えます。しかし、居住地周辺の木々
は塩害によりツートンカラーとなっていました。

各職場では今後の対応が見直される機会ともなったと思われます。自然
には無力と言われる人間ですが叡智を結集すれば自然と共存できるのかも
しれません。

広報委員会委員　藤川　孝彦

県からの
おしらせ

介護保険に関するお問い合わせは

☎043-223-2387

今一度確認！主任介護支援専門員とは？
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平成 30 年度千葉県主任介護支援専門員研修 受講対象要件 

平成 30 年度千葉県主任介護支援専門員研修開催案内より抜粋 

 

●必須要件 ア～オの全てに該当すること。 

ア 

現に千葉県内において常勤の介護支援専門員として従事している者のうち、介護支援専門員資質向

上事業実施要綱に基づく専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱ(※1)又は介護支援専門員更新研修（実

務経験者対象）を修了した者。 

イ 

介護支援専門員証の登録地が千葉県の者であって(※2)介護支援専門員の業務に関し、充分な知識と

経験を有しており、主任介護支援専門員に求められる役割を深く自覚し、その業務に対する意欲と

相応する経験、活動実績を有する者。 

ウ 
現在の事業所での在籍が平成 30 年 7月 1日時点で半年以上の者。 

※法人内での異動は同一事業所と考えて差し支えありません。 

エ 研修全日程を受講できる者。Ａ日程、Ｂ日程、予備日も含みます。 

オ 課題及び事例等を提出できる者。詳細は P.7（１２）を参照ください。 

●個別要件 ①～④のいずれかに該当すること。 

① 
専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年（60 ヶ月）以上で現に介護支援専門員の

業務に従事している者（ただし、居宅介護支援事業所の管理者との兼務は期間として算定できる）。 

② 

ケアマネジメントリーダー養成研修を修了した者又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケ

アマネジャーであって、専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 3年（36 ヶ月）以上

で現に介護支援専門員の業務に従事している者（ただし、居宅介護支援事業所の管理者との兼務は

期間として算定できる）。 

③ 
介護保険法施行規則第140条の 66第 1号のイの(3)に規定する主任介護支援専門員に準ずる者(※3)

として、現に地域包括支援センターに配置されている者。 

④ 
その他、介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、千葉県が適当と認める

者。具体的には次のいずれかに該当する者とする。 

 

④-1 
在宅介護支援センターの相談員との兼務(※4)で介護支援専門員として従事した期間が通算 5年（60

ヶ月）以上で現に介護支援専門員の業務に従事している者。 

④-2 地域包括支援センターに配属予定の者で市町村の推薦を受けた者。 

④-3 

現に介護支援専門員指導者として「『介護支援専門員資質向上事業の実施について』の一部改正に

ついて」(平成 27 年 2 月 12 日老発第 0212 第 1 号厚生労働省老健局長通知）に定められた介護支援

専門員研修の指導に携わる者で本研修を未受講の者。 

※1 平成 30 年度専門研修課程Ⅰ・更新研修前期及び平成 30 年度専門研修課程Ⅱ・更新研修後期の受講者は、

次年度以降の受講対象者となります（初回更新の場合に限る）。 

※2 介護支援専門員証の登録地が千葉県以外の方が本研修を受講する場合は、受講決定後に「受講地変更」又

は「登録地移転（転出）」の手続きが必要になります。 

※3 「主任介護支援専門員に準ずる者」とは、ケアマネジメントリーダー養成研修を修了し、介護支援専門員

としての実務経験を有していることが前提です。 

※4 介護支援専門員として従事した期間内に在宅介護支援センターの相談員との兼務期間（期間は問わない）

を含んでいる場合は、個別要件④-1 に該当します。 

〇常勤とは、当該事業所における勤務時間が、当該事業所の就業規則において定められている常勤の従事者

が勤務すべき時間数に達していることを指します（本研修での「常勤」とはあくまで本研修の受講要件とし
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ての位置づけです。加算等申請における「常勤」の捉え方ではありません）。 

〇専任の期間とは、介護支援専門員として常勤専従している期間です（当該居宅介護支援事業所の管理者と

の兼務、加えて、千葉県では④-1 在宅介護支援センターの相談員との兼務も含めることができます）。 

 

平成 30 年度千葉県主任介護支援専門員更新研修 受講対象要件 

平成 30 年度千葉県主任介護支援専門員更新研修（第２期）開催案内より抜粋 

 

必須要件を全て満たし、かつ個別要件のいずれかを満たす者とします。 

必 

須 

要 

件 

ア～オの全てを満たすこと 

ア.現在、千葉県内の事業所等（所属先の種別は問いません）において介護支援専門員として従事

している者であって、主任介護支援専門員としての役割を実践している者（注１） 

（注１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ.千葉県に登録がある者 ※ 

ウ.主任介護支援専門員研修の修了年度が平成 18 年度から 26 年度までの者 

エ.予備日も含め研修全日程が出席できる者（詳細は（８）を参照） 

オ.3 つの指導事例（要介護）が提出できる者（詳細は（１１）を参照） 

個 

別 

要 

件 

①～⑤のいずれかに該当すること 

別紙「受講要件（個別要件）の具体的な内容」を参照 

①介護支援専門員に係る研修の企画、講師やファシリテーターの経験がある者 

②地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修等に年４回以上参加した者 

③日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者 

④日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー 

⑤主任介護支援専門員の業務に十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認める者 

（具体的な要件は以下のとおり） 

 ⑤-1 千葉県介護支援専門員実務研修の実習指導を行った者 

 ⑤-2 千葉県介護支援専門員地域同行型研修に参加し、アドバイザーとして全課程を修了した者 

 ※ 介護支援専門員証の登録地が千葉県以外の者が本研修を受講する場合は、受講決定後に「研修受

講地変更」又は「登録地移転（転出）」の手続きが必要になります。手続きをしていただく場合

は受講決定通知にてあらためてお知らせいたします。 

 

 

〇主任介護支援専門員としての役割を実践している者とは（★１） 

多職種との連携、介護支援専門員に対する助言・指導、地域包括ケアシステムの構築

に向けた地域づくりへの活動等を、継続して行っている者です。（介護支援専門員と

しての業務のみ、又は介護支援専門員同士の助言や仲間内でのやりとりは「指導」に

は入りません。同様に勉強会や事例検討会に参加するだけでの活動も本研修の要件に

は入りません。※具体的な活動内容は事業所推薦書（様式３）にご記入いただきます。 

〇地域包括支援センターで従事している場合 

社会福祉士や保健師（又は看護師）として配置されている者であっても、上記の役割

（★１）を行っている者であれば、アの要件を満たすこととします。 


